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東日本大震災における震災復興計画
の巨視的分析
－岩手県・宮城県の沿岸市町村を対象
にして－
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Abstract

 It is important to clarify and to share a whole picture of what affected governments 
aim for disaster recovery visions and goals for us. In this paper, we have basically 
analyzed the data of disaster recovery plans of coastal municipalities in Iwate and 
Miyagi affected by the ２０１１ Great East Japan Earthquake disaster. The results are as 
follows １) major recovery policies are tsunami disaster mitigation infrastructure 
development, life recovery, industrial recovery. ２) Major regional development 
components are physical measures for human damage reduction such as levee and road 
raising, and working area such as farming, fisheries industry area. ３) According to 
correspondence analysis to, (a) comprehensive plan areas, (b) areas emphasis on major 
recovery policies, (c) areas having unique policies.
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１．はじめに
　一定の規模をもつ災害が発生すれば，被災地と
なった都道府県や市町村は災害復興計画を策定
し，社会基盤の復旧，住宅の再建，都市計画，経
済対策，被災者の生活再建の方針を定める。東日
本大震災（２０１１年東北地方太平洋沖地震および津
波）で被災した自治体も，２０１１年内を目処にこの
度の震災からの復興に際しての理念や取り組むべ
き重点的な課題を記した震災復興計画の策定を進
めている。一言に，東日本大震災の被災自治体と
言っても，被害の規模やその種類，まちのつく
り，地理的制約，各自治体のもっている産業や観
光の資源は様々であり，それを踏まえて策定され
る震災復興計画も多様である。
　本稿では，岩手県と宮城県の沿岸市町村が策定
をした震災復興計画を対象にして，計画内容の巨
視的な分析を行い，「東日本大震災で被災した自治
体が目指している復興像とは何か」を体系的に明
らかにすることを目的とする。災害復興に関する
研究としては，復興計画の策定過程に焦点を当て
たもの１， ２），復興計画におけるすまいの供給に焦
点を当てたもの３），復興計画が策定される災害の
規模を明らかにしようとしたもの４） などが挙げら
れるが，ある一つの災害で複数の被災地で策定さ
れた災害復興計画の全体像を体系的に記述しよう
とした試みは多くない。東日本大震災のような超
広域的な災害において，各自治体が策定した復興
計画を俯瞰することで，今後の被災地の復興を客
観的に捉えることは，一定の意義があると考え
る。現在，東日本大震災のように多くの自治体が
同時並行的に多種多様な復興対応に当たっている

状況下において，復興に当たっている自治体に自
分たちの計画はどのような特徴をもっていて，ど
こに位置付けられるのかといった共通の認識を
もってもらうことは極めて重要である。ここでの
分析・議論を通して，被災自治体が目指す復興像
に関する現況の認識を行うことで，今後の被災地
における復旧・復興に対する支援などを展開する
際の一知見を発信することをねらいとしている。
具体的には，今後，津波災害に見舞われた被災地
が復興計画を策定しようとする際に，「どのような
復興施策が求められるか」を体系的に把握できる
基礎資料を提供したい。なお，東日本大震災で被
災した市町村のうち，岩手県と宮城県の沿岸市町
村を分析対象にした理由は，次章で述べる。

２．分析の方針
２．１　分析対象
　２０１２年４月現在の，岩手県，宮城県，福島県に
おける市町村の震災復興計画５） の策定状況を表１ 
に示す。いわゆる被災３県においては，すべての
市町村が災害救助法の適用を受けている６）。この
うち，沿岸部に位置するすべての市町村が東日本
大震災に関する震災復興計画を策定することを定
めている。一方で，内陸部に位置する市町村で同
類の計画を策定することを定めているのは，岩手
県は１市（盛岡市），宮城県は４市（白石市，角田
市，登米市，大崎市），福島県は６市町（福島市，
白河市，須賀川市，二本松市，桑折町，国見町）
と，わずかな数にとどまっている。また，岩手県
と宮城県では，計画を策定することを定めたすべ
ての市町村が，すでに策定を終えている（２０１１年
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表１　東日本大震災に関する震災復興計画の策定状況（岩手県，宮城県，福島県）

策定済＊２策定予定＊１災害救助法適用
１２ （１００． ０％）１２ （１００． ０％） １２沿岸部岩手県
１ （１００． ０％）１　 （４． ５％） ２２内陸部
１５ （１００． ０％）１５ （１００． ０％） １５沿岸部宮城県
４ （１００． ０％）４　（２０． ０％） ２０内陸部
７　（５３． ８％）１３ （１００． ０％） １３沿岸部福島県
５　（８３． ３％）６　（１３． ０％） ４６内陸部
４４　（８６． ３％）５１　（３９． ８％）１２８計

＊１ かっこ内は災害救助法指定指定市町村数のうち計画策定予定の市町村が占める割合
＊２ かっこ内は計画策定予定のうち計画がすでに策定されや市町村が占める割合
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１２月了）。これに対して，福島県では全体的に計
画の策定が遅れている。福島県内で，策定済の市
町村数と策定率は，内陸部は５市町で８３． ３％，沿
岸部は７市町村で５３． ８％にとどまっている。福島
第一原発事故が影響を及ぼしていることが推察さ
れる。
　本稿では，岩手県と宮城県及びこれらの沿岸部
の市町村が策定した震災復興計画を対象に分析を
行うことにする。上述の通り，福島県では，復興
計画の策定がすべての市町村で完了しておらず，
福島県の復興に関する指針を体系的に明らかにす
ることができないため，福島県で復興計画の策定
を定めている市町村を対象に分析を行うことは，
現段階では妥当ではない。また，岩手県や宮城県
をあわせて，災害救助法が適用されている市町村
のうち，震災復興計画を策定した市町村では，沿
岸部が２７市町村（１００％）であるのに対して，内陸
部は５市（１１．９％）と少ない。以上から，本稿で
は，結果の考察を明瞭にするために沿岸部の市町
村のみを対象にして分析した。

２．２　何を明らかにするのか
　本稿では，　１）計画の内容はどのようなものか，
２）計画の内容と被災自治体との関係はどのよう
になっているのか，　３）計画の内容と社会的な関
心との関係はどのようになっているのか，　という
３点に焦点を当てて分析を行う。
　１）は，復興計画の内容の全体像を把握するも
のである。東日本大震災における被災市町村が策
定した計画の内容の巨視的な把握は，本研究の最
も基礎的な視点である。特に，本稿では，次に述
べる２つの観点から計画の内容の把握を行う。一
つは，復興計画の中で策定されている「目標・施
策の内容」である。これは被災自治体が掲げる目
標や具体的なアクションとしての施策を対象にし
て，計画の内容そのものの把握に努めるものであ
る。もう一つ重要な観点に「防災・減災まちづく
りの要素」がある。東日本大震災は，東北地方の
沿岸部に壊滅的な被害を与え，地域の構造物を一
掃した。これに加えて，大規模な津波の脅威か
ら，人びとのいのちを守ることを前提とした，ま

ちの再設計が各地で求められており，各被災自治
体が計画している防災や減災のためのまちづくり
の構想は，計画中の重要な要素であると考えた。
　２）は，復興計画の施策内容と市町村（地域）
の対応関係の把握を試みるものである。市町村が
もつ，地域特性，被害特性などにより，計画の内
容は幾分か影響することが予想されるため，本稿
では，復興計画の内容と市町村の対応関係を分析
する。
　３）は，復興計画として策定された施策の内容
と，社会的な関心との対応関係の把握を試みるも
のである。市町村が策定した施策の内容は，地域
の関心と一致しているか，一致していないのかが
焦点となる。

２．３　分析データ
　分析を行うために，震災復興計画のデータベー
ス化を行った。まず，復興計画の「目標・施策の
内容」として，計画の目次中にある，目標，施策，
具体的な取組み，プロジェクト等をレコードとす
るデータベーステーブルを作成した。レコードの
属性には，対応する市町村名，計画名，章・節・
項を入力している。目次に以上の記載がないもの
については，本文部分を参照し，これらに該当す
る見出しも入力した。これらを震災復興計画の内
容が記述された復興の目標・施策の内容として操
作的に定義した。各自治体で，計画の階層構造が
異なるため，階層水準を保ったまま分析すること
はできない。本研究では，「計画の内容」に焦点を
当てるために，階層構造には着目せず，目標，施
策等の目次の記述そのものを統合して分析するこ
とにした。もう一つ，復興計画の「防災・減災ま
ちづくりの要素」として，計画中にあるまちづく
り構想に関する図面から，「海岸堤防」「道路の嵩
上げ」「防災公園」といった図面を構成する要素を
レコードとするデータベーステーブルを作成し
た。レコードの属性は以上と同様である。これ
を，震災復興計画における防災・減災まちづくり
要素として操作的に定義した。
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３．計画の内容はどのようなものなのか
　本章では，２．２ 節で述べた１）計画の内容はど
のようなものか，を把握するための分析方法とそ
の結果について述べる。

３．１　分析方法
　復興計画の内容はどのようなものか，を把握す
るために，KJ法７） を組み合わせた内容分析８） を
行った。具体的は次のとおり：１）前章で作成し
たデータベーステーブルそれぞれに，あらたにラ
ベル属性（カテゴリー属性）を付与する．各市町
村が計画中に定めている施策・目標やまちづくり
要素の名称は，同意のものであっても市町村ごと
によってワーディングは様々である（例：「安全と
安心を確保するまちづくり」「安全で安心な防災ま
ちづくり」）。そこで，先のような例を，例えば
「災害に強いまちをつくる」といった，両者の意味
を含有するような上位概念化を行う。これによ
り，市町村によって文言が異なる目標・施策，ま
ちづくり要素を，名義尺度化し，同意のものとし
て集計することが可能になる。　この手続きは，

評価者Aが，まず第一次的にすべてのレコードに
対して行う。２）次に，ラベルのカード化を行う。
３）カードとなった第一次的なラベル群の構造化
を行い，概念レベルや語彙の統制を行う。この手
続きにおいては，複数の評価者によって行う。
３）の作業では，評価者Aのほかに，評価者B・
Cの計３人で行った。４）次に，ラベルの構造化
結果をデータベーステーブルに反映する。２） ～
４）のサイクルを再度行い，最終的なラベルとし
て採用した。以上の分析手続きのイメージを図１
に示した。１） ４）テーブル（表）での整理は内容
分析，　２） ３）カード化して構造化する手続きはKJ
法に準拠している。
　以上の手続きで生成したラベル（復興計画の目
標・施策，まちづくり要素）の量的な把握を行っ
た。

３．２　分析結果
　復興計画の施策・目標と防災・減災まちづくり
の要素について内容分析を経て得られたラベルの
集計を行った結果を図２，図３に示す。図２と図
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図１　内容分析の手続き
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３では，同一市町村で，同一のラベルが複数あっ
ても１つとしてカウントしている。これは市町村
ごとに記述のボリュームが異なるため，該当する
施策・目標やまちづくりの要素の数よりも有無で
評価することが妥当であると考えたためである。
　図２を見ると，震災復興計画の施策には，大ま
かに次の３種類があるように思われる：ほぼ，す
べての市町村にある施策（A），固有の市町村のみ
にある施策（C），それ以外の施策（B）（かっこ内

の英字は図２中のものに対応）。（A）は，図２に
上から「災害に強いまちをつくる」「農林業を再生・
活性化する」「くらしを安定させ，生活を再建す
る」「水産業を再生・活性化する」「商業を再生・
活性化する」の５つであり，これらは，防災力の
強化，被災者の生活再建，産業の再生・振興と
いった復興の施策において最も基本的な内容であ
る。（C）は，　２～５市町が盛り込んでいる施策で
ある。（B）のそれ以外の施策内容の中で，東日本
大震災において特徴的なものとして，「震災の記憶
と教訓を伝承する」「交通ネットワークを整備す
る」「持続的エネルギーを確保し。活用する」など
が挙げられる。
　図３を見ると，防災・減災まちづくりの要素も，
同様に１）ほぼ，すべての市町村にある要素，　２）
固有の市町村のみにある要素，（B）それ以外の要
素，の３区分がある（かっこ数字が図３中のもの
に対応）。（A）には，海岸堤防（防波堤），避難施
設（タワー・ビル），避難路・避難網，公園（防災
公園）がある。津波からいのちを守るためのハー
ド対策が最も多いことが分かる。（B）には，道路
の嵩上げ，海岸林，　緑地，自然堤防といった，
津波対策を意図したものの他に，農業エリア，産
業エリア，漁業・魚市場エリアといった「職」の
場を指定するエリアが明記されている市町村が多
いことも特徴的である。

４．計画の内容と被災自治体の関係はど
のようになっているのか

　本章では，２．２ 節で述べた２）計画の内容と被
災自治体の関係はどのようになっているのか，を
把握するための分析方法とその結果について述べ
る。

４．１　分析方法
　２．３ 節で作成した復興計画の目標・施策のデー
タベーステーブルのうち，施策内容のテキスト
データを単語（形態素）へ分かち書きを行い，県・
市町村を列，単語を行とし，各地域のおける単語
の有無（１ / ０データ）を整理してデータセットと
する。これについて多変量解析手法である対応分
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図２　復興計画に見られる施策・目標の内容分
析の結果

図３　復興計画に見られるまちづくり要素の内
容分析の結果
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析を行う。対応分析９） は，変数間の統計的距離を
計算し，列の行と列の幾何的図形によって変数間
の対応関係を解釈し，関連性の探索を行う手法で
ある。なお，ここで岩手県と宮城県を加えたの
は，各市町村との布置関係を同時に可視化する意
図がある。

４．２　分析結果
　施策内容の記述に対して分かち書きを行った単
語（名詞）を用いて対応分析を行った結果を図４
に示す。この図では，集計された単語のうち，出
現頻度が多い単語から頻度を足しあわせて全体の
半数を超えた頻度までの単語を分析に採用した。
対応分析では，分析に採用する変数（単語）が多
い場合，布置図内に表示される変数名と変数名の
重なりが多くなり，変数名の読み取りが困難にな

り，適切な考察が行えない。そこで本稿では，あ
る一定の出現頻度に達した単語に絞って対応分析
を行った。施策・目標から得られた単語（形態素，
名詞）は，全部で５６３語（異なり数）であり，述べ
頻度で３， ０２４語であった。このうち，現頻度が多
い単語から頻度を足しあわせて，５０．１％となった
異なり数が４２語（述べ頻度で１， ５１５語，単語の出現
頻度が１８語以上）となった単語を採用した。
　図４の左上には，南三陸町と松島町が位置して
おり，「早期」「機能」「被災」「復旧」と近い。南
三陸町の復興計画には「消防・防災機能の早期回
復」「産業の復旧」「病院，学校，社会福祉施設の
復旧と移動手段の確保」「行政機能の回復」，松島
町の復興計画には「ライフラインや交通などの機
能維持・強化」「公共施設の防災拠点機能の強化」が
あり，第２象限は，施設や機能の復旧・回復を多
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図４　被災自治体と震災復興計画の施策・目標の内容と布置関係
　　　（対象語：出現頻度１８語以上の単語）　　　　　　　　　　　　　
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く盛り込む市町村が位置している。なお，ここで
示している結果は，あくまで目次・見出し中の単
語の分析にもとづく結果であり，南三陸町や松島
町では，実際には復興水準の取り組みが行われて
おり，復旧事業だけを行なっているという意味で
はないことに留意されたい。
　図４の右下には，七ヶ浜町や岩沼市が位置して
おり，「津波」に近い。七ケ浜町の復興計画には
「防災津波レベルの設定」「津波レベル２に対応し
た津波防災まちづくり」，岩沼市の復興計画には
「津波からの安全なまちづくり」があり，「津波防
災」を計画中に明記していることが影響している
と思われる。また，七ヶ浜町と岩沼市の類似した
特徴として，前者は「自然と調和した接続可能な
まちづくり」，後者は「自然エネルギーを活用した
先端モデル都市」といった自然をキーワードにし
た施策をとっている。また，同様の図中右下に
は，名取市も位置している。名取市の付近に，目
立った単語は位置していないものの，「復興を牽引
する連携プロジェクト」として，「産業の速攻再生
プロジェクト」「統合医療で元気プロジェクト」「空
の道・水の道交流プロジェクト」などの個性的な
施策が計画に盛り込まれている。以上を踏まえる
と，第４象限には特有テーマの施策・目標を計画
中に盛り込んでいる自治体が位置していると言え
る。
　図４の左下には，岩泉町，田野畑村，普代村，
久慈市，亘理町などが位置している。田野畑村に
は「生活の再建」「防災体制の強化」「産業経済の
再生」，岩泉町には「防災の地域づくり」「生活再
建」「地域振興」，普代村の基本目標には「産業・
経済の再建」「住民生活の再生」「災害に強い村づ
くり」があり，前章で述べた防災力の強化，被災
者の生活再建，産業の再生・振興といった復興の
施策において最も基本的な内容となっている。第
３象限は，主要な復興施策を重視している自治体
が位置していると言える。
　図４の中央には，石巻市，気仙沼市，仙台市，
東松島市などが位置している。３章の分析におい
て集計した目標・施策（ラベル）を市町村別に集
計すると，石巻市は最も多い２４種類で，次に気仙

沼市が２３種類，釜石市が２２種類，仙台市が２０種類
であった。また，付近に岩手県や宮城県が位置し
ていることからも，施策・目標の内容が網羅的な
自治体が図４の中心付近に位置していると言え
る。
　以上をまとめると，第１成分（横軸）は，基本
的な施策（防災，生活再建，産業の生成・振興）
を重視する市町村なのか・それに加えて個性的な
施策を盛り込んだ市町村のか，第２成分（縦軸）
は，復旧が中心の市町村なのか・復興が中心の市
町村なのか，といった対比軸の中で岩手県と宮城
県の沿岸市町村が策定した復興計画が布置してい
ることが推察される。
　参考として，単語頻度が多い単語から頻度を足
しあわせて，８０％となった異なり数が４語となっ
た単語を用いて図４と同様の分析を行った結果を
図５に，すべての単語を用いて同様の分析を行っ
た結果を図６に示した。図５では，図４と同じよ
うに，岩沼市や七ケ浜町が近接している，洋野町
や田野畑村が近接しているという傾向が見られ
る。図５と図６は，単語間の距離が大きく異なる
だけで，相対的な布置関係にほぼ変化はない。名
取市については，図４での考察は，採用した単語
の種類の数に関わらない傾向であると言える。

５．計画の内容と社会的な関心との関係
はどのようになっているのか

　本章では，２．２ 節で述べた３）計画の内容と社
会的な関心との関係はどのようになっているの
か，を把握するための分析方法とその結果につい
て述べる。

５．１　分析方法
　本稿では，被災自治体が策定した震災復興計画
に対する地域の関心を，地元新聞における復興計
画に関する記事件数として操作的に定義する。岩
手・宮城両県における代表的な地元新聞である岩手
日報と河北新報は，２０１１年後半中に，　１日～１週
間程度の周期で対象市町村を変えて，それぞれ
「１２市町村　復興計画を見る」 １０），「再生の針路」 １１）

という震災復興計画の特集が連載されていた。両
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紙では，復興計画そのものの紹介のみならず，地
元の被災住民への取材内容が記事に盛り込まれて
おり，被災者の関心（被災地社会の関心）を端的
に表出している一つの情報であるとも言える。本
来，被災者の関心そのものをデータとすることが
最も適切であるが，データ収集には様々な制約を
要する。本研究では，震災復興計画に関する上述
の２紙の記事には被災者の意見・要望に関する記
述が掲載されていることから，これを被災地域の
関心として代用する。
　地元新聞における復興計画に関する記事件数を
以下のように求めた。岩手日報と河北新報の特集
記事を参照し，両県の沿岸市町村に関する記事を
対象にして，記事１件を単位レコードとするデー
タベースを作成した。岩手県・宮城県の沿岸市町
村は，併せて２７市町村であるが，宮城県の仙台市
と石巻市は２回ずつ連載があったため，データ
ベース中の記事は全部で２９件となった。次に，３
章にて，復興計画の施策・目標と防災・減災まち
づくりの要素として得られたラベルに関する記述
があるか，ないかを判定する内容分析を起こっ
た。これにより，「災害に強いまちをつくる」とい
う施策内容について書かれた記事が何件である，

「海岸堤防（防潮堤）」について書かれた記事が何
件であるか，という復興計画の内容やまちづくり
の要素ごとの記事の件数を把握することができ
る。

５．２　分析結果
　前節で集計した記事の件数と，　２章で測定した
震災復興計画中の施策内容やまちづくり要素の数
と比較した結果を図７に示した。図７の横軸は，
計画中に見られる計画の施策内容やまちづくり要
旨で，縦軸は地元新聞の特集記事に見られる当該
の記事件数である。
　図７を見ると，次のようなことが読み取れる：
１）防潮堤と道路の嵩上げ（多重防御）は，両者
とも同じ出現程度である。（A）

２）高台・内陸移転，災害復興公営住宅，災害危
険区域は，地元新聞の関心が高い（復興計画
の目次・見出しやまちづくり図面の記載市町
村数よりも多い）。（B）

３）主要な３つの復興施策は，新聞ではあまり取
り上げられない。（C）

　防潮堤，道路の嵩上げなどのハードによる津波
防災対策は，被災地自治体が注力していることは
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図５　被災自治体と震災復興計画の施策・目標
の内容と布置関係

　　　（対象語：出現頻度４語以上の単語）

図６　被災自治体と震災復興計画の施策・目標
の内容と布置関係

　　　（対象語：出現頻度１語以上の単語）
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もちろんのこと，地元の関心も高い。また，高
台・内陸移転，災害復興公営住宅，災害危険区域
といった，すまいの再建に大きく関わる問題につ
いては計画においても重点的に記載されている
が，住民の関心もかなり高い。このような結果
は，被災者の生活再建課題の７要素１２） のうち，被
災者の最も関心が高い要素が「すまい」であると
いう既往の研究で得られた知見と符合している。
一方で，復興計画の施策内容として多くの市町村
に盛り込まれていた「災害に強いまちをつくる」
「農林業を再生・活性化する」「くらしを安定させ，
生活を再建する」といった３つの施策については，
地元紙ではあまり取り上げられない傾向が見られ
た。

６．おわりに
　本稿では，「東日本大震災で被災した自治体が目
指している復興像とは何か」を体系的に明らかに
することを目的として，岩手県と宮城県の沿岸市
町村が策定した復興計画について，計画中に見ら
れる施策・目標や，防災・減災のまちづくり要素
を対象に巨視的な分析を行った。ここで得られた
知見は次のようにまとめられる：
１）主要な復興施策は，①災害につよいまちづく
り，②くらし・生活の再建，③産業（農林業・
水産業・商業）の再生・振興の３施策であっ
た。

２）まちづくりの主要な要素は，津波からいのち
を守るハード対策が中心的だったほか，農
業，漁業・水産加工業，産業といった「職」
の場を規定するものが多かった。
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図７　震災復興計画の施策内容・まちづくり要素に着目した計画と地元紙の記述量の比較
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３）施策・目標と，被災市町村の対応を見ると，
①総合的な計画をもつ地域，②主要３施策を
重視する地域，③特定テーマを重視する地
域，④施設や機能の復旧を重視する地域と
いったグループがみられた。第１成分（横軸）
は，「基本」か「個性」かであり，第２軸（縦
軸）は，「復旧」か「復興」かの対比軸であっ
た。

４）ハードによる津波防災対策および，リスク回
避策としてのすまい再建に関する計画は，被
災地地域の関心が高く，復興計画中にも重点
的に記載されている。　

　ここでの検討により，東日本大震災における岩
手県と宮城県の沿岸市町村という，同一災害にお
いて主要な誘因が津波であるという状況下で策定
された震災復興計画において，その内容の共通性
のほか，多様性について実証的に明らかになっ
た。東日本大震災という超広域的かつ大規模な災
害において効果的な復興を進める上で，各市町村
のそれぞれが個別的に対応するのではなく，市町
村界や県界を越えた協調的，整合的に対応に当た
ることが重要になろう。そのためには，各自治体
が「東日本大震災からの復興」という共通の目標
に向かって，各自治体における復興計画の多様な
特色を尊重しながら相互の整合を図り，近隣の自
治体において共通する計画部分を協調して進めて
いく必要があると考える。
　地元においては，震災発生から１年もたたない
段階でのデータということもあり，すまいの確保
に関する計画内容や津波の抑止力を高める施策・
計画に高い関心が寄せられていた。既往の研究で
も明らかなように，被災者の生活再建において
は，「すまい」「まち（まちづくり）」のほかに，
「つながり」「そなえ」「くらしむき」「こころとか
らだ」「行政とのかかわり」といった要素も重要に
なる１３）。東日本大震災の復興計画もこれらの要素
が網羅的に含まれている。今後，長期にわたる復
興への過程においては，「すまい」「まち」に関連
する施策のみならず，これらに関連する施策にも
被災者自身に関心の視野を広げてもらう必要があ
ろう。

　ここまでの分析では，復興計画の全体像を把握
しようとする記述的な分析にとどまっている。以
上のような計画の策定に影響していると思われ
る，地域特性や被害特性を明らかにする説明的な
分析を今後の課題とし，計画の内容を規定する要
因を明らかにすることで一般化を図りたい。
　計画の内容に及ぼす要因の候補としては，各自
治体において，被災前に策定されていた「総合計
画」や「地域防災計画」も挙げられる。岩手県・
宮城県の沿岸２７市町村において策定された震災復
興計画を見ると，釜石市，女川町，東松島市を除
く，２４市町村において総合計画との何らかの関連
性について言及している（８８．９％）。その内容は，
２４市町村のうち，a）従前の総合計画とビジョン・
理念と整合性を図る（２２市町村，９１．７％），b）総
合計画を念頭におくも当面は復興事業を優先する
（６市町村，２５．０％），c）復興の経過を踏まえて総
合計画を改定もしくは新たに作成する（３市町村，
１２．５％），d）復興計画と総合計画に置き換える（２
市町村，８．３％）というものだった（集計は複数該
当あり）。a）から分かるように，復興計画の内容
は，従前の総合計画が与える影響が大きいことが
推察される。１９９５年阪神・淡路大震災を受けて，
同年７月に防災基本計画が改定され，「災害復興」
の概念が追加され１４），地方自治体で策定される地
域防災計画には，「第４章　災害復旧・復興計画」と
いう章が設置され，いくつかの自治体では，「復興
計画の作成」という節や項が設けられている。地
域防災計画における災害復興に関する記述が復興
計画の策定に与える影響についても考察の必要が
ある。
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